
○ 外国人住民の更なる増加に加え、多国籍化や高齢化等も引き続き進展。また、政府においては
新たな在留資格についても検討が進められるなど、地域における多文化共生の取組が重要な課題。

○ 先進的な自治体の取組事例を横展開し、全国的に市町村レベルでの取組を加速させるため、
以下の施策等により、地域における多文化共生施策を更に推進する。

新たな「多文化共生にかかる優良な取組の共有手法」について
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※総務省でアドバイザーを登録
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都道府県単位（地域ブロック等も可・市区町村も参加）で開催
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